知っておきたい個人・法人医院承継
　―　相続・贈与対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年5月20日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税理士　田添　正寿
　

　　　
（1） 相続の基礎知識
　Ⅰ．法定相続人
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1 配偶者相続人
　被相続人（亡くなった方）の配偶者は常に相続人になります。ただし、この配偶者は法律上の婚姻をしている者をいい、内縁関係にある者は含みません。
2 血族相続人
　　血族相続人は、次の順序で配偶者と一緒に相続人となります。
1 第一順位：子
　　　被相続人に子がいる場合は、まず子と配偶者が相続人となります。
2 第二順位：直系尊属（父母や祖父母など）
　　　被相続人に子がいない場合は、直系尊属と配偶者が相続人となります。　
3 第三順位：兄弟姉妹
　　　被相続人に子も、直系尊属もいない場合は、兄弟姉妹と配偶者が相続人となります。　
Ⅱ.法定相続分
民法上定められた法定相続人の相続すべき割合は、次の通りです。あくまで法律で
定められたものであり、相続人間で協議が整えばこのとおりに分けなくても問題ありません。
　　　
	相続順位
	法定相続人
	法定相続分

	第一順位
	子（全員の合計）
	１/２

	
	配偶者
	１/２

	第二順位
	直系尊属（全員の合計）
	１/３

	
	配偶者
	２/３

	第三順位
	兄弟姉妹（全員の合計）
	１/４

	
	配偶者
	３/４


Ⅲ.遺産の分割方法
遺産の分割方法は、次の方法があります。
1. 指定分割
　　　被相続人が遺言書を作成し、当該遺言書に基づき遺産分割を行う方法。
2. 協議分割
1. 現物分割
　現物分割とは、例えば配偶者が土地と建物を、長男には株式を、長女には預貯金をなどというように個々の財産を各相続人に配分する方法。
2. 換価分割
　　　　　　　　現物分割が困難な場合等において、遺産を売却してその売却代金を相続人
に配分する方法。
3. 代償分割
　　　　　　　　現物分割が困難な場合等において、遺産の全部または大部分を特定の相続人が取得し、その相続人が他の相続人に代償金を支払う分割の方法。　
3. 審判分割
遺産分割の協議が相続人の間でまとまらない場合は、家庭裁判所に申し立
て、調停又は審判で遺産分割を行う方法。　　
（2） 相続税の基礎知識
　　　Ⅰ．　相続税ってなに？
　　　　　人の死亡に基因する財産の移転（相続）に対して課税する税金

　　
Ⅱ．　相続税の対象となる財産って？
1. 本来の相続財産（相続等により被相続人から直接受け取った財産）
預貯金　株券　・・・　現金、預金、国債、公社債、株、投資信託　等

家財　　　・・・　家庭用財産、自家用自動車、貴金属や宝石、書画や骨董品　等　　　

　土地　　　　　・・・用途を問わず所有している土地
　土地に関する権利・・賃借権、地上権、借地権　等

　建物・設備　　・・・居住用住宅、マンション、賃家、駐車場、門、立木　等

　事業用財産・・・機材全般、備品、材料　等　
　その他の財産　・・・ゴルフ会員権、配当金、貸付金、特許権等

2. みなし相続財産
生命保険金・・・死亡保険金、生命保険に関する権利

　　　　　※　死亡保険金の非課税枠　　500万円　×　法定相続人の数
退職金　　

※　退職金の非課税枠　　500万円　×　法定相続人の数
年金の受給権・・被相続人死亡後に遺族が受け取る年金
3. 被相続人から死亡前３年以内に贈与により取得した財産
　　　　　相続や遺贈で財産を取得した者が、被相続人の死亡前３年以内に被相続人から財産の贈与を受けている場合には、原則としてその財産の贈与された時の価額を相続財産の価額とします。
4.　相続時精算課税の適用を受ける贈与財産
　　　　　被相続人から、生前、相続時精算課税の適用を受ける財産を贈与により取得した場合には、その贈与財産の価額（贈与時の価額）を相続財産の価額に加算して相続税を計算します。　
　　　　
Ⅲ．　いくらまでなら相続税はかからない？

　　　　　　遺産の総額から債務・葬式費用を差し引いた額（課税遺産総額）が、

基礎控除額以下であればかかりません。
　　　　　　

· 相続税基礎控除額
30,000,000円　　＋　　6,000,000円　×　法定相続人の数　
　仮に法定相続人が、配偶者と子ども２人の場合

30,000,000円　　＋　　　6,000,000円　×　法定相続人の数　（3人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　48,000,000円　

　　
課税遺産総額が48,000,000円以下の場合には、相続税の納税義務はありません。
	法定相続分に応ずる

各人の取得金額
	税率と控除額

	　1.000万円以下
	10％

	1.000万円超

3.000万円以下
	15％－50万円

	3.000円超

5.000万円以下
	20％－200万円

	5.000万円超

１億円以下
	30％－700万円

	1億円超
2億円以下
	40％－1.700万円

	2億円超

3億円以下
	45％－2.700万円

	3億円超

6億円以下
	50％－4.200万円

	6億円超


	55％－7.200万円


Ⅳ．　相続税の計算ってどうやるの？

　法定相続人が、配偶者および子ども２人と仮定します。

1 　　課税遺産総額を計算します。

課税遺産総額  ＝  遺産総額  －  債務・葬式費用 －  基礎控除額

　　　 （基礎控除額　＝　３，０００万円 ＋６００万円 × 法定相続人の数）

2 課税遺産総額を法定相続分に分けます。

配偶者 １／２    子 １／４    子 １／４

3 それぞれの相続人の取得資産に税率をかけて税額をだします。

（配偶者１／２）× 税率  ＝  Ａ
   　　  （子１／４）× 税率  ＝  Ｂ

    　　 （子１／４）× 税率  ＝  Ｃ

  税率速算表

	法定相続分に分けた額
	税率
	速算控除額（万円）

	１，０００万円以下

３，０００万円以下

５，０００万円以下

１億円以下

２億円以下

３億円以下
６億円以下
６億円超
	１０％
１５％
２０％
３０％
４０％
４５％
５０％
５５％
	５０

２００

７００

１，７００

２，７００
４，２００
７，２００


4 税額を合計します。

Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ  ＝  相続税の総額

5 実際に相続した遺産の割合で税額を分けます。

             各人の税額 ＝ 相続税の総額 × 各人の取得資産 ÷  課税遺産総額  

⑥ 各人の税額から税額控除額を差引きます。

　　　　（税額控除額：配偶者の税額軽減・未成年者控除・障害者控除等）

配偶者の税額軽減 ＝  相続税の総額 × ａ ÷  課税遺産総額

               ａ＝  「法定相続分相当額（最低１億６，０００万円）」または   

                     「配偶者の実際取得額」のいずれか少ない金額

配偶者が法定相続分相当額か１億６，０００万円のどちらか多い額までの財産を相続や遺贈によって取得したときは、配偶者に相続税はかからない

未成年者控除 ＝  ２０歳に達するまでの年数に１０万円をかけた額

障害者控除   ＝  ８５歳に達するまでの年数に１０万円（特別障害者の場合２０万円）をかけた額

　

相続税計算例
　　　遺産　　６億円　　　　　　債務及び葬式費用　　５千２百万円

　法定相続人　　　配偶者　　子ども２人　　の場合の相続税の計算をしてみます。

1 課税遺産総額

　　　　　6億円　－　5千2百万円　－　4千8百万円（基礎控除額）　＝　5億円

2 課税遺産総額を法定相続分に分けます。

　　　　　配偶者　　　5億円　×　1/2　　＝　2億5千万円

　　　　　子　　　　　5億円　×　1/4　　＝　1億2千5百万円

　　　　　子　　　　　5億円　×　1/4　　＝　1億2千5百万円

3 それぞれの相続人の取得資産に税率をかけます。

　　　　　配偶者　　　250,000,000円　×　45％　－　27,000,000円　　

＝85,500,000円

　　　　　子　　　　　125,000,000円　×　40％　－　17,000,000円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝33,000,000円

子　　　　　125,000,000円　×　40％　－　17,000,000円　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝33,000,000円

4 税額を合計します。

　　　　　85,500,000円　＋　33,000,000円　＋　33,000,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝151,500,000円

　　

5 実際に相続した遺産の割合で税額を分けます。

　　　　（仮に法定相続分どおり遺産を相続したとします。）

　　　　配偶者　151,500,000円　×　1/2　＝　75,750,000円

　　　　子　　　151,500,000円　×　1/4　＝　37,875,000円

　　　　子　　　151,500,000円　×　1/4　＝　37,875,000円

6 税額控除

配偶者の税額軽減額

　　　　　　　　75,750,000円

　配偶者の相続税額  　　 0円
Ⅴ.　相続税の概算
相続税額は、被相続人の家族構成や、相続人等が相続又は遺贈により取得された財産によって税額が異なってきますが、おおむね下記の表を目安にして頂ければと思います。
※　前提条件
・課税価格は相続財産から債務や葬式費用を差し引いた残額とします。
・配偶者の税額軽減を法定相続分まで活用するものとします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

	課税価格
	配偶者と子２人
	子２人のみ

	10,000
	315
	770

	20,000
	1,350
	3,340

	30,000
	2,860
	6,920

	50,000
	6,555
	15,210

	70,000
	10,870
	24,500

	100,000
	17,810
	39,500

	150,000
	30,315
	65,790

	200,000
	43,440
	93,290


（３）贈与税の基礎
Ⅰ.暦年課税による贈与税の計算
贈与税の計算は、贈与により財産を取得した者（受贈者）について、１月１日から１２月３１日までの間に贈与を受けた財産を合計して、基礎控除額（１１０万円）を控除し金額に税率を乗じて計算します。
　　　　贈与税の速算表　

	贈与税の課税価格
（基礎控除及び配偶者控除後）
	税率と控除額　　一般の場合
	２０歳以上の者への直系尊属からの贈与

	２００万円以下
	10％
	10％

	２００万円超　　３００万円以下
	15％－10万円
	15％－10万円

	３００万円超　　４００万円以下
	20％－25万円
	15％－10万円

	４００万円超　　６００万円以下
	30％－65万円
	20％－30万円

	６００万円超　　１，０００万円以下
	40％－125万円
	30％－90万円

	１，０００万円超１，５００万円以下
	45％－175万円
	40％－190万円

	１，５００万円超３，０００万円以下
	50％－250万円
	45％－265万円

	３，０００万円超４，５００万円以下
	55％－400万円
	50％－415万円

	４，５００万円超
	55％－400万円
	55％－640万円


贈与税の計算例
　平成27年中に子（２０歳以上）が父から現金500万円、母から現金500万円を贈与してもらった場合
1 贈与税が課税される金額
（500万円　+　500万円）　―　110万円　＝　890万円

2 贈与税額
890万円　×　30％　－　90万円　＝　177万円

　　　Ⅱ.生前贈与対策の留意点
　生前贈与は長期間にわたって、数多くの相手に行うのが効果的な相続税対策となります。相続税の税率と贈与税の税率を比較検討して早くから計画的に行うことが大切になってきます。
　生前贈与により、相続税対策を計画されている場合には配偶者に贈与するより、次の世代の子や孫に贈与したほうが税金の計算上は有利です。
· 贈与は、贈与者の贈与の意思と贈与を受けた方（受贈者）の意思が必要です。
· 毎年、贈与契約を締結（公正証書にしておくと確実）
· 贈与者の銀行口座から受贈者の方の銀行口座への振込
· 翌年３月１５日までに所轄税務署へ贈与税申告書の提出
Ⅲ.贈与税の配偶者控除の特例
　　　婚姻期間が20年以上経過した夫婦間において、居住用財産を贈与した場合、下記の要件を満たせば通常の贈与税の基礎控除110万円に加え、2,000万円の特別控除を受けることができます。
 　　配偶者控除の適用要件 
・婚姻期間が20年以上であること
・今までに配偶者控除を受けていないこと（同一夫婦間で１度だけ）
・贈与財産は、居住用不動産又は、居住用不動産の取得資金のいずれかであること
・贈与を受けた年の翌年3月15日までに贈与された（又は取得した）居住用不動産を居住の用に供し、その後も引き続き居住する見込であること
・贈与税の申告をすること

Ⅳ.相続時精算課税制度
相続時精算課税制度は、高齢者世代から若年世代への財産の移転を促し、財産の有効活用を促進しようとする政策とされているものです。
　　　この制度は、60歳以上の親又は祖父母から20歳以上の子又は孫への贈与について、2,500万円までの範囲以内であれば贈与税を課さないというものです。一度この制度を選択した場合には、撤回することはできません。
　　　贈与額が、2,500万円を超える場合にはその超える金額の20％を贈与税として納付し、相続時に相続税計算を通じて税金の精算をするというものです。
Ⅴ.結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置
　　直系尊属が子や孫に結婚・子育て資金の支出に充てるために金銭を拠出し、金融機関に信託等した場合に、一定の限度額まで非課税となります。

　　概要は次の表のとおりです。

	受贈者
	20歳以上50歳未満の者（子・孫）

	贈与者
	受贈者の直系尊属（父母・祖父母）

	拠出期限
	平成27年4月1日～平成31年3月31日

	非課税限度額
	受贈者1人につき1,000万円。ただし、結婚関係費用は300万円まで

	銀行等の契約
	結婚・子育て資金管理契約

	主な使途
	挙式費用、新居の住居費、引越費用、不妊治療費、出産費用、産後ケア費用、子の医療費、子の保育費等

	申告
	受贈者はこの特例を受けようとする旨を記載した「非課税申告書」を、金融機関を経由し受贈者の納税地の所轄税務署長に提出

	払出しの確認等
	受贈者は、払い出した金銭を結婚・子育て資金の支払に充当したことを証する書類を金融機関に提出しなければならない

	契約終了の事由
	①受贈者が50歳に達した場合　　　　　　　　　　②受贈者が死亡した場合　　　　　　　　　　　　③信託財産等の価額が零となった場合において終了の合意があったとき

	契約終了時の残額
	使い残しに対して贈与税課税　　　　　　　　　　受贈者死亡の場合は贈与税非課税

	契約期間中に贈与者が死亡した場合
	残額は受贈者が贈与者から相続又は遺贈により取得したものとみなす。（この場合、残額に対する相続税額については、相続税額の2割加算の対象としない。）


Ⅵ.教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

　　直系尊属が子や孫に教育資金の支出に充てるために金銭を拠出し、金融機関に信託等した場合に、一定の限度額まで非課税となります。

　　概要は次の表のとおりです。

	受贈者
	30歳未満の者（子・孫）

	贈与者
	受贈者の直系尊属（父母・祖父母）

	拠出期限
	平成25年4月1日～平成31年3月31日

	非課税限度額
	受贈者1人につき1,500万円。ただし、学校等以外に支払う金銭は500万円まで

	銀行等の契約
	教育資金管理契約

	主な使途
	入学金、授業料、入園料、学用品の購入費、修学旅行費等。平成27年度改正で通学定期券代や留学渡航費等を追加

	申告
	受贈者はこの特例を受けようとする旨を記載した「非課税申告書」を、金融機関を経由し受贈者の納税地の所轄税務署長に提出

	払出しの確認等
	受贈者は、払い出した金銭を教育資金の支払に充当したことを証する書類を金融機関に提出しなければならない

	契約終了の事由
	①受贈者が30歳に達した場合　　　　　　　　　　②受贈者が死亡した場合　　　　　　　　　　　　③信託財産等の価額が零となった場合において終了の合意があったとき

	契約終了時の残額
	使い残しに対して贈与税課税　　　　　　　　　　受贈者死亡の場合は贈与税非課税

	契約期間中に贈与者が死亡した場合
	残額については相続税に加算しない。


（4）遺言
遺言とは、一定の方式に従ってされる相手方のない一方的かつ単独の意思表示です。
相続に関する紛争を予防し、遺族たちに遺産を有意義に活用してもらうためにも本人が生前に自分の考えを示すものです。
相続による事業承継を検討される方にとっては、必須といえます。
遺言執行人を指定しておくのもよいでしょう。

遺言の種類は以下の通りです。
	遺言の種類
	内容
	メリット
	デメリット
	作成上の留意点

	自筆証書遺言
	遺言者が遺言のすべてを書く方法
	1 簡単に作成できる
2 遺言の内容の秘密が保てる
	1 紛失の恐れがある
2 裁判所での検認の手続きが必要
	1 署名や遺言文、日付も自筆で行うこと
2 捺印が必要（認印も可）

	公正証書遺言
	遺言者が遺言の内容を公証人に口述し、作成してもらう方法
	1 紛失の心配がない
2 裁判所での検認手続きが不要
	1 遺言の内容が漏れる恐れがある
2 費用がかかる
	1 立会いの証人が２人以上必要
2 将来、相続人となる者などは証人になれない

	秘密証書遺言
	遺言書を原則として本人が記入し、封印したのち、公証人に提出する方法
	遺言作成の事実を、立会人を通して明確化できる
	1 要件不備により遺言書が無効になる恐れがある
2 裁判所での検認手続きが必要
	1 署名捺印と封入封印は遺言者自身が行う
2 立会いの証人が２人以上必要


（５）個人開業医の事業承継
Ⅰ.親族への事業承継
1 生前に承継する場合
　　　　　生前にご子息等に事業承継する場合には、以下の点に注意しながらタイミングをはかることができます。
　　　　　・医師としての資質
　　　　　・患者さんへの接し方
　　　　　・スタッフからの信頼感
　　　　　・経営者としての資質　
· 留意点　・・・　個人で所有している土地、建物、医療用機器等をどのように後継者に移すか？
1. 売却
　売却の場合の譲渡価格をどうするか？
親族間の売買　＝　正当な時価による必要があります。
　　　　　譲渡による税負担も検討する必要があります。　

2. 贈与　　
贈与の場合の税負担が有利か相続による税負担が有利か検討する必要がありま
す。
承継する医療用財産が多額の場合には、贈与税負担が大きくなります。
3. 賃借　
　土地、建物、医療用機器等の賃貸借
　　　　いくらで貸すか？
　　　　正当な価格で賃貸する必要があります。
2 相続による承継の場合
生前に承継する場合とは違い、承継のタイミングは相続発生時となります。
個人で所有している個人開業医の経営にかかわる土地、建物、医療用機器等は相続による移転となるため、当然に相続税の対象となります。
※留意点
相続人が複数いる場合には、個人開業医の経営にかかわる土地、建物、医療用機器等も含めて全ての財産が分割対象となります。
遺産のほとんどが、個人開業医の経営にかかわっているような場合には、事業承継に必要な財産を承継されるご子息等が相続できないというリスクがあります。
円滑な事業承継ができなくなることがないよう生前から対策を講じておく必要があります。　
Ⅱ.第三者への事業承継
親族等に承継者がいない場合には、第三者としての承継者をみつけることが必要です。
承継相手が見つかった場合においては、個人開業医の経営にかかわる土地、建物、医療用機器等の財産だけではなく、今まで築いてきた患者集客力や信用等の無形資産も含めて検討する必要があります。
これらを承継するにあたり、売却価格を決める際にもトラブルにならないように専門家を入れる等をして、契約書を交わしておく必要があります。
　Ⅲ.個人開業医の承継の留意点
1 個人開業医が事業承継をする場合には、親族あるいは第三者である場合においても、開設者、保険医登録者の指定等が代わるため、現医院長は廃業手続きを、そして新医院長は開業手続きを全て行う必要があります。
2 保健所、保険医療機関指定申請等に手間と時間がかかるため、事前準備が必要になりますので十分注意が必要です。
3 事業承継に伴う税負担も十分考慮しておく必要があります。
Ⅳ.基金拠出型医療法人の設立による事業承継
基金拠出型医療法人は、「出資持ち分の定めのない医療法人」であり相続税の対象は、拠出額のみであり、また事業承継の手続きも比較的簡単に行うことができます。

1 基金拠出型医療法人と相続税
個人開業医が、「基金拠出型医療法人」を設立する場合には、その設立時に運転資金や医療用機器等などを医療法人の運営に必要な資産を「基金」として拠出することができます。
この基金が相続財産となるため、承継する方の相続税限度額は基金相当額となるため、多額の相続税負担が生じる心配はありません。
2 事業承継の手続
　個人開業医のような事業承継時の煩雑な手続きは必要なく、開設者は医療法人であるため、管理者変更と理事長変更手続きのみとなるため比較的簡単になります。
（6）出資持ち分の定めのある社団医療法人の事業承継
出資持ち分の定めのある社団医療法人を事業承継する場合には、ご子息等の親族あるいは第三者への承継のケースについても、次の２つのパターンがあります。
　　　　　　Ⅰ.前医院長（理事長）が退社して医療法人を承継する場合
　　　　　　　医療法人の出資（持分）を持つ社員が退社することにより、社員資格を失い
ます。その際に、その出資額に応じて払い戻しを受けることになります。
　この出資額は、その払い戻しの時点での時価（後述）で払い戻すとされています。
　出資が時価で払い戻されることになり、利益が出た場合には「配当所得」として所得税・住民税が課税されることとなります。
Ⅱ.社員の地位を保ちながら事業承継する場合
社員の地位を保ちながら医療法人の事業承継をするケースにおいては、前医院長（理事長）が退社せず、平理事として業務を遂行し、後継者が新医院長（理事長）に就任することになります。
前医院長（理事長）が保有していた出資（持分）については、そのまま保持していることもできますし、時価で新医院長（理事長）に譲渡することもできます。譲渡する場合においては、その時の時価によって譲渡所得課税がされますので、通常の有価証券の譲渡と同じ考え方になります。
譲渡時の時価　―　（取得費　+　譲渡にかかった費用）　＝　譲渡所得金額
Ⅲ.医療法人の出資（持分）の時価
出資持ち分の定めのある社団医療法人（持分）の時価は、相続税法における財産基本通達に従った評価となります。
同族関係者の場合、「類似業種比準価額方式」と「純資産価額方式」の「併用方式」によって算定します。
1 類似業種比準方式
事業内容が類似する上場株式の株価を基に、自社の利益金額、純資産価額
　　　　　　　の要素を比較することによって算定する方式です。

2 純資産価額方式
課税時期における医療法人の正味財産価値で評価する方法です。

3 併用方式
法人の規模により定められた割合に応じて類似業種比準方式と純資産価
額方式を併用して算定する方法です。
（7）医業継続にかかる相続税・贈与税の納税猶予制度
　　　　　　　　　　　制度の内容
1. 相続人が、出資持ち分の定めのある医療法人の持ち分を、相続又は遺贈により取得したこと。
2. その医療法人が「相続税の申告期限」において「認定医療法人（注1）」であること
上記の要件を満たす場合には、担保の提供を条件に、その相続人が納付すべき相続税額のうち、認定医療法人の出資持ち分に対応する相続税額については、移行計画（注2）の期間満了までその納税を猶予する。
　また、移行期間（注3）内に当該相続人が持ち分の全てを放棄した場合には、猶予税額を免除する。　
　　　
　　　（注1）認定医療法人とは、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律に規定される移行計画について、認定制度の施行の日から3年以内に厚生労働大臣の認定を受けた医療法人をいいます。　
　　　（注2）移行計画とは、持ち分のない医療法人への移行計画をいいます。
　　　（注3）移行期間とは、その医療法人の社員総会で、移行検討の定款変更の議決をした日から3年以内で定款に定める期間をいいます。
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